
貸 借 対 照 表

（ 平成29年３月31日 現在 ）

株式会社バッファロー・IT・ソリューションズ （単位：千円）

科  目 金  額 科  目 金  額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

208,527 159,592

現 金 及 び 預 金 1,693 買 掛 金 11,564

商 品 3,938 未 払 金 123,923

売 掛 金 97,717 未 払 費 用 18,694

未 収 入 金 32,812 預 り 金 570

前 払 費 用 5,428 前 受 金 3,745

預 け 金 26,000 繰 延 税 金 負 債 1,093

未 収 法 人 税 等 20,353

未 収 消 費 税 20,583 31,563

長 期 前 受 金 28,787

退 職 給 付 引 当 金 2,776

49,900 191,156

6,099 （ 純 資 産 の 部 ）

建 物 附 属 設 備 2,244 67,272

工 具 器 具 備 品 667 98,000

レ ン タ ル 資 産 3,186 10,000

942 △ 40,727

ソ フ ト ウ ェ ア 942 利 益 準 備 金 23,492

42,859 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 64,220

長 期 前 払 費 用 34,678 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 64,220

敷 金 5,325

繰 延 税 金 資 産 2,855 67,272

258,428 258,428

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 負 債

固 定 資 産 負 債 合 計

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

資 本 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金



株式会社バッファロー・IT・ソリューションズ （単位：千円）

1,275,396

1,135,323

売 上 総 利 益 140,073

227,524

営 業 利 益 △ 87,451

受 取 利 息 50

雑 収 入 6,935 6,985

支 払 利 息 23

雑 損 失 8 31

経 常 利 益 △ 80,497

固 定 資 産 除 却 損 186 186

税 引 前 当 期 純 利 益 △ 80,684

法人税、住民税及び事業税 △ 31,040

法 人 税 等 調 整 額 14,577 △ 16,463

当 期 純 利 益 △ 64,220

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

損 益 計 算 書

（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

売 上 高

科    目 金    額



１．重要な会計方針に係る事項

(1）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産…定率法
 取得価格が10万円以上20万円未満の資産については、3年間均等償却をしております。
②無形固定資産 … 定額法
③長期前払費用 … 定額法

(2）重要な引当金の計上基準

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。
 なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしております。

(3）消費税等の処理方法
税抜方式により処理しております。

(4）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．株主資本等変動計算書に関する事項

(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 前事業年度末 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末
普通株式 200株 - - 200株

(2）剰余金の配当に関する事項
配当金支払額

配当金の総額(千円)株式の種類

普通株式

効力発生日1株あたり配当額 基準日

退職給付引当金

202,427 1,012,138円52銭 平成28年3月31日 平成28年5月20日


